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徳島県最低賃金の改正決定について（答申） 

 

 

 

 当審議会は、令和５年７月６日付け徳労発基 0706 第３号をもって貴職から諮問の

あった標記のことについて、慎重に調査審議を重ねた結果、別紙１のとおりの結論に

達したので答申する。 

 また、別紙２のとおり平成 20 年８月６日付け中央最低賃金審議会の「平成 20 年度

地域別最低賃金額改定の目安について（答申）」の考え方に基づき最新のデータによ

り比較したところ、令和３年 10 月１日発効の徳島県最低賃金（時間額 824 円）は令

和３年度の徳島県の生活保護水準を下回っていなかったことを申し添える。 

 なお、別紙３のとおり付帯決議する。 

 

 

○写  



                                  別紙１ 

 

徳島県最低賃金を次のとおり改正決定すること。 

 

１ 適用する地域 

徳島県の区域 

２ 適用する使用者 

前号の地域内で事業を営む使用者 

３ 適用する労働者 

前号の使用者に使用される労働者 

４ 前号の労働者に係る最低賃金額 

１時間８９６円 

５ この最低賃金において賃金に算入しないもの 

精皆勤手当、通勤手当及び家族手当 

６ 効力発生の日 

   法定どおり 

 

 

 

 

 



別紙２ 

 

徳島県最低賃金と生活保護との比較について 

 

１ 地域別最低賃金 

 （１）件   名  徳島県最低賃金 

 （２）最低賃金額  時間額 824 円 

 （３）発 効 日  令和３年 10 月１日 

 

２ 生活保護 

（１）比較対象者 

18～19 歳・単身世帯者 

（２）対象年度 

令和３年度 

（３）生活保護水準（令和３年度） 

生活扶助基準（第１類費＋第２類費＋期末一時扶助費）の徳島県内人口加

重平均に住宅扶助の実績値を加えた金額（87,915 円）。 

 

３ 生活保護に係る施策との整合性について 

   上記１の（２）に掲げる金額の１箇月換算額（註）と上記２の（３）に掲げる

金額とを比較すると徳島県最低賃金が下回っているとは認められなかった。 

（註）１箇月換算額 

   824 円（徳島県最低賃金）× 173.8（１箇月平均法定労働時間数） 

     ×0.816（注)＝116,860 円 

    （注） 令和３年度の税・社会保険料を考慮した可処分所得の総所得に対する比率 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



別紙３ 

 

付帯決議 

 

 徳島地方最低賃金審議会では、徳島県最低賃金の改正決定にあたり最低賃金の引上

げによって中小企業・小規模事業者が受ける企業経営への影響が憂慮されることから、

政府に対する要望として、下記の付帯決議を採択する。 

 

記 

 

１ 中小企業・小規模事業者が継続的に賃上げしやすい環境整備の必要性については

労使共通の認識であり、政府の掲げる「成長と分配の好循環」と「賃金と物価の好

循環」を実現するためにも、特に地方、中小企業・小規模事業者に配意しつつ、生

産性向上を図るとともに、官公需における対応や、価格転嫁対策を徹底し、賃上げ

の原資の確保につなげる取組を継続的に実施すること。 

 

２ 生産性向上による持続的な賃上げを可能とするため、より多くの企業が業務改善

助成金を始めとする各種の助成金等を速やかに受給できるよう、要件緩和を含む制

度の拡充、申請手続の支援強化及び申請書類審査の簡素化を図ること。また、生産

性向上が困難な事業者に対しては、税制を含めて更なる施策を検討すること。 

 

３ 「中小企業・小規模事業者の賃上げには労務費の適切な転嫁を通じた取引適正化

が不可欠である」という考え方を社会全体で共有し、「パートナーシップによる価

値創造のための転嫁円滑化パッケージ」に基づき、中小企業・小規模事業者が賃上

げの原資を確保できるよう、労務費、原材料費、エネルギーコストの上昇分の適切

な転嫁に向けた取組を強化すること。また、労務費の引上げ分を価格転嫁すること

が困難である医療、福祉、介護等の事業について、別途支援策を検討すること。 

 

４ 賃上げや労働時間延長による年収の増加に伴い、新たに生じた労働者の社会保険

料負担を肩代わりした企業に対する助成金制度を早急に運用開始すること。また、

労働者が扶養控除等の対象外となることによる手取り額の減少を気にして就業調

整を行うなど、実質的な所得向上が阻害されることのないよう、税・社会保障制度

の改革も含め、最低賃金引上げの実効性を担保する施策を検討すること。 

 

５ 徳島県を含む四国の物流の生命線である本州四国連絡道路について、割高となっ

ている海上部の通行料金の引下げにより、他地域との輸送コスト比較における不利

を解消すること。 


